
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

31,992計 34,366 33,720 0 0 1,728

経常 高齢者福祉施設指定管理
入所者は29名

委託料 34,366 33,720 1,728 31,992 3

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳
評価

事
業
概
要

　○高齢者福祉施設指定管理
　　　施設は指定管理制度により平成24年度まで市社会福祉法人へ委託している。Ｈ22年度中入所者は29名。
　　　　・小福手老人憩の家（犬飼町）・・・自治会に無償譲渡
　　　　・下農部老人憩の家（犬飼町）・・・自治会に無償譲渡
　　　　・大野健康増進施設ふれあい館（大野町）・・・北部コミュニティセンターに転用
　　　　・清川いきいき軽作業所（清川町）・・・子育て支援センターに転用

国・県支出金 市債 その他 一般

部局名 保健福祉部

課室名 高齢者福祉課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名

目
的

おおむね65歳以上の方で家族の援助が困難な状態で、独立した生活に不安のある方に居住の場を
提供し、安心して生活できるように支援する

対
象

独立した生活に不安のあ
る６５歳以上の高齢者

事務事業名称

3 2 6 114 頁 老人施設管理費 老人施設管理事業



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指定管理解除後の方針
身寄りのない入所者の将来について　　施設の老朽化

事業の方向性 評価内容

継続 公共施設の見直し方針に則り業務遂行を図ること

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 2
市内施設のみ、今後は施設統合も考
察

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
平成19年度以降は概ね30名程度で
推移

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
老人福祉法により規定されている事
業

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 1 高齢の要保護者の事業である

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
老人福祉法により規定されている事
業

事業費に係る人件費 849 853 876 860

うち経常 31,750 29,243 31,992 31,093

財
源
内
訳

県　　費

平成24年度までは現行制度で
運営

市　　債

国　　費

対応（改善点等）

そ の 他 557 930 1,728 1,119

一般財源 31,750 29,243 31,992 31,093

理由

課題
c

33,720 32,212
前年並

うち経常経費 31,750 29,243 33,720 31,093

社協との運営方針会議開催
包括援センター、地相、市担当、保健師の個別ケース会議の実施

決 算 額 （千円）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ 方向性

32,307 30,173

b

ｄ

入所施設
数

ヶ所
4 ヶ所

100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

生活支援ハウス入
所者数

人
25.00 人 29.00 人 31.00

目標

成果指標名 単位 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 活動指標名 単位

4 ヶ所 4 ヶ所

71.4 ％ 82.9 ％ 88.6 ％

人
a

ｃ ｄ

数値 目標 4施設 目標 目標

総合計画/後期基本計画において、基本施策(1-1-3)の高齢者や障がい者がい
きいきと生活できるよう支援する数値 35人

活
動
指
標

指標 a 入所施設数 ｂ

成
果
指
標

指標名
生活支援ハウス入所者
数

目
標
年
度

H27

指標の設定理由
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